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【要旨】 

昨今の厳しい財政事情の中、道路維持管理費が削減されており冬期路面管理についても一層の効率化が必要と

されており、凍結防止剤等の散布についても一層の削減が求められているが、薬剤の散布は舗装の種類にかかわ

らず一律に行われているのが現状である。より効果的・効率的に凍結路面対策を行うため、舗装の種類・特性に

応じた凍結防止剤散布技術を確立する他、凍結防止剤散布、舗装等の個別技術による凍結路面対策に限らず、薬

剤散布・舗装対策・散布機械改良等による複合的な凍結路面処理技術の開発が喫緊の課題である。 

本研究では、より効果的・効率的な凍結路面対策の実施に資するため、舗装の種類・特性に応じた凍結防止剤

の散布技術を確立するとともに、散布剤、散布技術及び散布機械の改良による複合的な凍結路面処理技術の開発

に取り組むこととする。本報では、平成 23年度の実施状況について報告する。 

キーワード：凍結路面対策、舗装種類、散布剤、散布機械 

 

 

1．はじめに 

90年代のスパイクタイヤ使用規制以降、積雪寒冷地に

おける路面管理の重要性は高まり、凍結防止剤の散布、

凍結抑制舗装、散布機械の開発等が進められたが、依然

として冬型事故の約9 割をスリップ事故が占める1)など

冬期の道路交通性能は低いままである。 

これまでの研究では、塩化物主体の凍結防止剤の散布

試験を行ってきた。また、SMA 等の凍結抑制舗装の開

発や舗装としての効果の検証が行われてきたが、舗装種

類に適した凍結防止剤散布技術は未開発である。更に、

凍結防止剤散布車の改良については、加熱水混合散布な

どに対応する散布機械の改良は未着手であり、散布剤・

舗装・散布機械の改良等を組み合わせた路面処理技術も

未開発の状態である。 

そのため、本研究では舗装の種類・特性に応じた凍結

防止剤の散布技術を確立し、塩化物以外の散布剤や散布

技術の改良及び散布機械の改良による複合的な凍結路面

処理技術を開発することで、より効果的・効率的な凍結

路面対策の実施に資する技術開発に取り組むものである。 

 

2. 研究実施内容 

本研究では、より効果的・効率的な凍結路面対策の実

現に資するため、以下の研究に取り組んでいる。 

① 舗装種類に合致した効果的・効率的な凍結防止剤等 

  の散布技術の検討 

② 散布剤や散布技術の改良、散布機械の改良も合せた 

  凍結路面処理技術の検討 

 

3. 舗装種類に合致した効果的・効率的な凍結防止剤等 

  の散布技術の検討 

3.1 舗装種類毎の凍結防止剤実態及び路面状態の把握 

 舗装種類毎の凍結防止剤散布実態把握のケーススタデ

ィとして、一般国道230号の排水性舗装が多い区間及び

密粒度舗装が多い区間の凍結防止剤散布実態について調

べた。その結果、気象条件や地形条件（例：標高）は異

なるが、当該路線における凍結防止剤散布量は、粗面系

舗装が多い区間（札幌都心側）より密粒度舗装区間（中

山峠側）の方が多い事が判った。 

現道の舗装種類毎のすべり抵抗値（以下、HFN）を比

較するため、平成21年度および22年度に行った一般国

道230号におけるすべり抵抗モニタリング結果のデータ

から、当路線の排水性舗装施工箇所と一般舗装（細密粒



16.2 効率的な冬期路面管理のための複合的路面処理技術に関する研究 

 2 

度アスコン）箇所におけるHFNを比較し分析を行った。 

試験の測定頻度は平成21年度に42日間、平成22年

度に 45 日間行っており、一日当たりの測定回数は４～

８回行った。 

その結果、排水性舗装箇所のHFNは一般舗装よりも

高い傾向にあることが確認された（図－1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 舗装種類毎の適切な散布技術に関する試験 

(1)試験方法 

舗装種類毎の凍結防止剤の散布効果を検証するため苫

小牧寒地試験道路に施工している特殊舗装「密粒度アス

コン、機能性SMA、排水性舗装17%、排水性舗装20 %」

区間において、バス型すべり測定試験車および連続路面

すべり抵抗値測定装置（Continuous Friction Tester: 

CFT）を用いたHFNの測定および凍結防止剤の残分量

測定試験を行った。 

試験条件は各延長100mの特殊舗装区間のうち起点か

ら50mずつ散水車を用いて氷膜路面（厚さ0.5～1.0mm）

（写真－1）を作製し、凍結防止剤を 20g/㎡の量で散布

した状態で交通模擬車両（以下、ダミー車）を走らせて

試験を行った。 

測定頻度は「散水前、散布前（凍結後）、散布直後、ダ

ミー車の累計50台、100台、150台、200台、250台、

300 台走行」を１サイクル（1 日）としたものを６サイ

クル（6日）行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)試験結果 

特殊舗装別の HFN と温度の時間変化の結果を図－2

に示す。各舗装を比較すると凍結防止剤の散布前は各舗

装体とも40前後のHFNになっているが、機能性SMA

や排水性舗装などの粗面系舗装については、凍結防止剤

散布後、ダミー車の走行台数が増えるに従って、HFN

が高くなっていく傾向が確認された。一方、密粒度アス

コンについては、HFN はダミー車の走行台数が増えて

もあまり高くならない傾向が見られた。 

次に、凍結防止剤を採取した残分量の測定結果を図－

３に示す。その結果、機能性SMAや排水性舗装17%な

どの粗面系舗装については、密粒度アスコンよりも残分

量が多く、凍結防止剤の飛散が尐ない状況が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4. 散布剤や散布技術の改良、散布機械の改良も合せた

凍結路面処理技術に関する検討 

凍結防止剤散布量及び舗装材の違いによる散布効果の

把握を目的に、苫小牧寒地試験道路において散布試験を

行った。 

 試験薬剤に塩化ナトリウム＋塩化カルシウム水溶液

（湿式散布）を用いて、路面温度-11℃～-4.9℃の低温条

件において事後散布を実施し、凍結防止剤散布量や舗装

材の違いを踏まえた散布効果について検証した。 

 低温条件における凍結防止剤散布試験の結果は、凍結

防止剤の散布量（20～60g/㎡）に関係なく、路面状態が

改善されないことを確認した（図－４）。他方、舗装材の

違いによる凍結防止剤散布試験の結果からは、低温条件

下でも密粒度舗装と排水性舗装（空隙率20％）を比較し

た場合、排水性舗装におけるHFNの上昇及び持続性を

確認した（図－５）。 

 以上のことから、低温条件の下で路面のすべり抵抗を

改善するためには凍結防止剤散布のみでは難しく、舗装

材と凍結防止剤の組み合わせ、又は、すべり止め材の散
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図－１ 排水性舗装と一般舗装のすべり抵抗値の比較 

写真－１ 凍結路面状況 

（左：密粒度アスコン 右：機能性ＳＭＡ） 

図－２ 舗装種類別のＨＦＮと温度の時間変化 

図－３ 舗装種類別の凍結防止剤の残分量 
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布によるHFNの改善方法が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 低温時における凍結防止剤散布試験の結果例 

（散布量別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ 低温時における凍結防止剤散布試験の結果例 

（舗装材別） 

 

4.1 機械的改良による散布技術の検討 

4.1.1 機械散布の概要 

すべり止め材の定着性向上を図るために、散布機械の

改良によるすべり止め材と加熱水の湿式散布手法（以下、

加熱水混合散布）の可能性について検討した。 

 新たな機械を開発することは、導入コストが高額とな

り、実務への導入に向けて支障となることから、既存の

散布機械に改造を行うという方法を採用した。 

 加熱機器を用いた試作システム（以下、試作機）を既

存の凍結防止剤散布車に搭載し、動作試験を行った。 

4.1.2 散布機械の改良検討 

 平成23年度は、すべり止め材の定着性向上を目的に、

加熱水混合散布の適用可能性を検証するため、凍結防止

剤散布車に車載可能な加熱機能の検討を行った。 

 検討する上で以下に示す基本条件を設定した。 

① 国内で販売されている凍結防止剤散布車に搭載可能

であり、車検取得等の各種法令、法規を準拠した設

計であること。 

② 凍結防止剤散布車の機能に悪影響を及ぼさないこと。 

③ 加熱する対象は真水とし、すべり止め材と混合して

散布できること。なお、加熱温度は40℃以上とする。 

④ 「加熱水混合散布」及び「凍結防止剤＋塩化水溶液

の湿式散布」の散布手法を切り替え可能とすること。 

 以上の条件から、加熱の検討は、燃焼による手法、電

熱による手法、化学反応による手法等を行ったが、求め

る熱量が確保できるのは燃焼式のみであった。この燃焼

式加熱手法について、凍結防止剤散布車に搭載可能な空

間及び積載量が確保でき、かつ車載での使用を可能とす

る仕様を選定した。 

 選定した加熱機器を基本に、既存の凍結防止剤散布車

に加熱散布システムを構築した。試作したシステムは、

１台の加熱機器では求める熱量が確保できないため、複

数台の機器をユニット化した。ユニット化するにあたり、

システム試作用に改良した凍結防止剤散布車（以下、試

作機）を用いて、直列・並列の配管系統、予熱・散布直

前加熱等の構築方法を検討し、加熱に要する時間、散布

直前までの熱損失を確認した。 

加熱時間は、加熱機器を直列と並列にした場合のそれ

ぞれで確認した。加熱方法は、真水を加熱循環させる予

熱方式を採用した。結果、直列・並列共に大きな差異は

認められず、水溶液タンクの加熱水温度を40℃にする場

合、加熱器１台で約 50 分、２台で約 30 分、３台で約

20分、加熱水温度を60℃にする場合、１台で約120分、

２台で約45分、３台で約30分だった。散布直前加熱は

一定の散布流量が得られない場合、加熱機器の安全装置

による自動停止が確認されたため、本検討では不採用と

した。また、直列、並列の予熱試験における熱効率は差

異がなかったが、直列は系統を簡素、安価にできるが不

具合が生じた場合の代償が大きい。並列は系統が直列に

比べ複雑になるが不具合が生じた場合、回路が複数ある

分代償が小さくなる。このことから確実性を期すため本

検討では並列を採用した。 

 加熱水の熱損失は、散布経路の水温を熱電対で測定し

確認した。測定箇所は、主要部である水溶液タンク内、

水溶液ポンプ直前、路面に散布される出口部分である散

布円盤直前とした。水溶液タンク内は熱対流が起こるた

め水溶液タンク内の底部前方、後方及び加熱機器からの

循環部の３点の計５点とした（図－６）。 

 水溶液タンクの加熱水温度を 40℃及び 60℃で測定し

た結果、外気温－5℃程度の場合、水溶液タンクから散

布円盤直前まで両条件共に５℃程度の温度低下が確認で

きた。このことから、散布したい温度に対して水溶液タ
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ンクの加熱水は５℃以上高い温度を保つ必要がある。 

 以上の検討から、平成 23 年度は、加熱機器３台を並

列系統に加熱循環させる予熱方式にてユニット化し、制

御部を含めたシステムを試作した。 

 

 

図－６ 試作機外観図 

 

4.2 散布剤や散布技術の改良による散布技術の検討 

4.2.1 海外事例 

 すべり止め材の加熱水混合散布は、1997年からノルウ

ェー公共道路庁が実施した「Winter Friction Project in 

Norway」と名付けられた研究の成果として開発された

2)。写真－２にスウェーデン製の試作機を、表－１にノ

ルウェーにおける加熱水混合散布の主な仕様について示

す。当該手法は、従来の砂を乾式散布する手法に比べ、

HFNの改善効果が高く、乾式散布に比べて、10～20倍

散布効果が持続し、すべり止め材の使用量が40～50％削

減できる可能性があると報告された。加熱水混合散布は

カナダのオンタリオ州においても試験が行われ、尐なく

とも１日は散布効果が持続することが確認された 3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.2 国内における既往研究 

 すべり止め材の定着性について、宮本ら 4)が砕石をす

べり止め材として使用した試験を行った。その結果、乾

式散布は、散布したすべり止め材が飛散し、散布効果が

持続しなかったが、湿式散布は、乾式散布に比べ散布効

果の持続性を高める効果があることを確認した。 

佐藤ら 5)は、すべり止め材として焼砂及び７号砕石を

用いた加熱水混合散布試験を行った。その結果、加熱水

温度が 20℃以上ですべり止め材の定着率が 90％以上と

なることを確認した。また、加熱水の混合割合は、焼砂

を使用した場合では約30％必要だったのに対し、７号砕

石を使用した場合では約 20％で同程度の定着率を得ら

れることを確認した。しかし、水の加熱、散布手法の確

立及び走行車両の影響等を考慮した試験を実施し、さら

なる検証が必要であるとの課題も指摘した。 

4.3 試験道路における散布技術の効果検証 

4.3.1 試験方法 

試験方法は、図－７に示すとおり、試験道路の直線区

間に散水車による散水を行い、日没後の気温の低下を利

用して、延長 50m の氷膜路面を４区間作製した。作製

した氷膜路面４区間のうち、３区間にはすべり止め材単

体（以下、７号砕石）、７号砕石＋加熱水（40℃及び60℃）、

７号砕石＋塩化水溶液（以下、CaCl2水溶液）とし、比

較用に、散布を行わない区間を設けた。 

散布は、試作機を用いて各種設定条件に合わせた作業

を行った（写真－３、図－８）。 

 

   

KP=0.4
KP=0.45

KP=0.7 KP=0.85KP=0.55
KP=0.75 KP=0.9KP=0.6

路温計測（熱電対） 氷膜路面
ｔ = 0.5 ～ 1.0mm

無散布 7号砕石 7号砕石＋
加熱水

7号砕石＋
CaCl2水溶液

交通模擬車両

図1 試験コースレイアウト
図－７ 試験コースレイアウト 

走行レーン 

観測レーン 

写真－２ スウェーデン製試作機 

表－１ ノルウェーにおける加熱水混合散布の仕様 

すべり止め材の粒度 0～4 mm

加熱水の温度 90～95 ℃

加熱水の混合割合 重量比30 %

散布量 200 g/m2
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写真－３ 試作機による散布状況 

 

 

図－８ 加熱水混合散布の温度分布イメージ 

 

測定項目は、氷膜路面の HFN、気温、路温とした。

気温及び路温はKP=0.4地点において測定した。なお、

各種測定は、散布直後、ダミー車 50台通過毎に 300台

通過後まで行った。 

加熱水温度 40℃の場合における試験結果を図－９に

示す。加熱水温度が 40℃の場合は、ダミー車 300 台走

行後も高いHFNを保持し、散布効果とその持続性を確

認した。加熱水温度が60℃の場合においても、他の散布

手法に比べて高いHFNを保持しており、本試験条件下

では、加熱水混合散布手法の有効性を示す結果となった。 

また、本試験において、乾式散布、湿式散布（湿式剤

に CaCl2水溶液を使用）、加熱水混合散布（湿式剤とし

て加熱水を使用）を試験対象としたが、湿式剤にCaCl2

水溶液を使用した場合、乾式散布と散布効果の差は見ら

れない結果となった。 

今回の試験結果は、加熱水混合散布の優位性を示すだ

けではなく、現在、湿式剤として使用されているCaCl2

水溶液の使用条件を見直す必要がある可能性を示唆して

おり、本研究での検討課題としたい。 

 

5. まとめと今後の課題 

平成23年度は、舗装種類毎の散布実態及び路面状態 

 

 

の把握を行い、凍結防止剤散布車を改良し加熱水混合散

布の試験を行った。 

今後は、舗装種類別の凍結防止剤散布後の拡散状況や

効果の持続性、散布時期（事前散布、事後散布）の影響

などを確認する予定である。また、様々な路面状態や気

象条件下におけるすべり止め材と加熱水の混合散布手法

について更なる検討を進め、現道における試験を含め散

布効果を確認する予定である。それと並行して、散布機

械のシステム構成、操作性、メンテナンス性等の課題を

解消し、道路管理者へ車載式加熱散布システムを提案す

る。それらにより、凍結防止剤やすべり止め材の効果的・

効率的な散布手法を明らかにする所存である。 
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